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CNIPA、法治国家建設に向けた 2023 年の振返りと今後の方針に関する報告書を公表 

202 4 年 4 月 3 日 

JETRO 香港事務所 

2024 年 3月 29日、国家知識産権局（CNIPA）が「国家知識産権局 2023年法治

政府建設状況報告書」（国家知识产权局 2023年法治政府建设情况报告1）を公表した。

本報告書で取り上げられた2023年の実施事項のうち、いくつかを以下で紹介する。 

✓ 「知財強国建設綱要及び第14次5カ年計画を実施するための2023年推進計画」

2を制定・実施し、139の年度重点任務を展開した。 

✓ 専利業務処理システムと外観設計専利（意匠）検索公共サービスシステムをリリ

ースした。業務の最適化により商標のオンライン出願率が 99.69％に達した。

✓ 「専利代理信用評価管理弁法（試行）」及び「商標代理信用評価管理弁法（試行）」

を公布した。

✓ 改正「中華人民共和国専利法実施細則」3が 2024 年 1月 20日に施行された。

✓ 「専利審査指南」及び「専利出願行為の規範化に関する規定」の改正を完了した。

✓ 規範文書「改正専利法及びその実施細則の施行に伴う審査業務処理に関する弁法」

及び「専利権期間補償及び専利開放許諾に関連する行政不服審査事項に関する公

告」を公布した。

✓ 「中華人民共和国商標法」改正を推進し、第 14期全国人民代表大会常務委員会

の立法計画に盛り込み、改正草案を作成して国務院に提出した。「中華人民共和

国商標法実施条例」改正も同時に推進した。

✓ 「団体商標及び証明商標の管理と保護に関する弁法」を制定・公表した。

✓ 「集積回路レイアウト設計保護条例」及びその実施規則の改正や、データ知的財

産権保護制度における重要事項の研究、知的財産権基本法の制度研究等に積極的

に取り組んだ。

1 ［原文］https://www.cnipa.gov.cn/art/2024/3/29/art_541_191295.html?xxgkhide=1 
2 JETROレポート「国務院、知財強国建設に向けた 2023 年推進計画を公表」（2023年 7月）

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20230731.pdf 
3 JETROレポート「国務院、専利法実施細則（2024 年 1 月 20 日施行）を公表」（2023年 12

月）https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20231222.pdf 

https://www.cnipa.gov.cn/art/2024/3/29/art_541_191295.html?xxgkhide=1
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20230731.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20231222.pdf
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✓ 「地理的表示製品保護弁法」を制定・公表した。 

✓ 行政法執行について、年間を通じて、全国の知識産権管理部門を指導し、3000

件以上の専利や商標等の困難な案件を処理した。 

✓ 全国知識産権啓発週間で専利・商標行政保護の 2022 年典型案件を公開した。 

✓ 法務省と共同で「新時代における専利権侵害紛争の行政採決業務の強化に関する

意見」を公布し、湖北省、浙江省による知識産権行政裁決所の設立を推進した。 

✓ 行政裁決事件のオンライン審理方法を制定し、行政裁決事件のオンライン口頭審

理業務を規範化した。 

✓ 年間を通じて、2779 件の行政不服審査案件が終結した。また、46.2 万件余りの

専利復審無効事件及び商標評審事件（商标评审案件）が終結し、2.2 万件余りの

専利復審無効及び商標評審の訴訟事件が第一審で提起された。 

 そして、本報告書では、残存している問題点4に対処すべく、次のステップとして

以下の 2点が掲げられている。 

1. 知財権に関する重要な法制度の改善作業を加速 

➢ 商標法とその実施条例の全面改正を引き続き推進する。 

➢ 地理的表示に関する専門法制の整備を強力に推進する。 

➢ 「集積回路レイアウト設計保護条例」及びその実施細則の改正やデータに関

する知財権保護制度の構築を加速して、新分野や新業態の発展に対応する。 

➢ 知的財産基本法の研究と実証を積極的に推進する。 

2. 法律リテラシーの方式を充実させてその有効性を強化 

➢ アイデアをさらに発展させて、法律リテラシー活動の内容、組織、宣伝方法

を継続的に革新し、新しいメディアのプラットフォームを積極的に宣伝に利

用し、知財権に関連する法令について、より革新的な形で、かつ、より理解

しやすい方法により、国民の理解や利用を深め、知財権の法律リテラシーの

宣伝を国民生活に溶け込ませる。 

（以上） 

 
4 ①知財権に関する法制度の体系性及び完全性がまだ不十分であること、②知財権は専門性が高

く、法律リテラシー（普法）の内容及び手段をさらに充実させる必要があること、の 2点が挙げ

られている。 


